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特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方について（案） 

平 成 2 5 年 ○ 月 ○ ○ 日 

特定機能病院及び地域医療支援病院 

の あ り 方 に 関 す る 検 討 会 

 

１．はじめに 

 ○平成４年の第２次医療法改正により、高度な医療を提供する施設として特定機能病院

が、平成９年の第３次医療法改正により、かかりつけ医等への支援を通じて地域に必

要な医療を確保する施設として地域医療支援病院が、それぞれ医療法に位置づけられ

た。 

○その後、これらの整備が進められ、特定機能病院については、86 医療機関（平成 25

年４月１日時点）、地域医療支援病院については、439 医療機関（平成 24 年 11 月１日

時点）に増加した。 

○こうした中で、平成 23 年 12 月の社会保障審議会医療部会においてとりまとめられた

「医療提供体制の改革に関する意見」において、制度発足当初に比べ医療を取り巻く

様々な環境が変化する中、その体制、機能等を強化する観点から、現行の承認要件等

の見直しが必要とされた。 

 ○本検討会では、実態調査により特定機能病院及び地域医療支援病院の現状を把握しつ

つ、現行の医療法に位置づけられている両医療機関の役割に沿って、よりふさわしい

承認要件等に見直すための検討を行った。 

 ○具体的には、特定機能病院については、「高度の医療の提供」、「高度の医療技術の開

発及び評価」及び「高度の医療に関する研修」の３つの機能、地域医療支援病院につ

いては、「紹介患者に対する医療の提供」、「医療機器の共同利用の実施」、「救急医療

の提供」及び「地域の医療従事者に対する研修の実施」の４つの機能全般にわたり、

承認要件のあり方等について検討を進め、今般、とりまとめを行った。 

 

２．特定機能病院について 

２－１ 総合型の特定機能病院の承認要件 

（１）標榜科 

 ○現行の承認要件では、16 の診療科のうち 10 以上を標榜することが求められているが、

多分野にわたる総合的な対応能力を有する観点から、以下の診療科の標榜を要件とす

る。 

 

  ＜標榜することが求められる診療科＞ 

   内科、外科、精神科、小児科、皮膚科、泌尿器科、産科、婦人科、眼科、 

耳鼻いんこう科、放射線科、脳神経外科、整形外科、歯科、麻酔科、救急科 

 

資料１ 
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 ○「内科」及び「外科」については、特定機能病院において、サブスペシャルティ領域

の診療科の標榜を行っている場合が多い現状を踏まえ、「内科」及び「外科」を標榜

していない場合においては、サブスペシャルティ領域の診療科の標榜及び、標榜を行

っていない領域の対応実績から、「内科」及び「外科」の総合的な対応能力を評価す

る。 

 ○その際、「内科」については、「消化器」、「循環器」、「内分泌・代謝」、「腎臓」、「呼吸

器」、「血液」、「神経」、「アレルギー」、「膠原病」、「感染症」を、「外科」については、

「消化器」、「乳腺」、「呼吸器」、「心臓」、「血管」、「内分泌」、「小児」を評価する。 

 ○なお、「歯科」についても、標榜することが原則である。しかしながら、歯科医師が

配置されているか、歯科医療機関と密接に連携することにより歯科医療の実施が担保

されていることにより、歯科医療への対応体制が確保されていることを評価する。 

 

（２）専門医の配置 

 ○特定機能病院に求められる３つの機能（高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及

び評価、高度の医療に関する研修）について専門性の高い対応を行う観点から、病院

全体において、医師の配置基準の半数以上が以下のいずれかの専門医であることを新

たに要件化する。 

 

   ＜配置基準の対象とする専門医＞ 

内科 総合内科専門医 眼科 眼科専門医 

外科 外科専門医 耳鼻いんこう科 耳鼻咽喉科専門医 

精神科 精神科専門医 放射線科 放射線科専門医 

小児科 小児科専門医 脳神経外科 脳神経外科専門医 

皮膚科 皮膚科専門医 整形外科 整形外科専門医 

泌尿器科 泌尿器科専門医 麻酔科 麻酔科専門医 

産婦人科 産婦人科専門医 救急科 救急科専門医 

    ※内科については、日本内科学会に所属する医師のうち、総合内科専門医の割合が、他分野

と比較して少ない状況にある。今後、内科領域における専門医の育成について状況の変化

があれば、必要に応じて、見直しを検討する。 

 

（３）紹介率及び逆紹介率 

○現行の紹介率の算定式は、以下のとおり、逆紹介患者数が分母と分子の両方に計上さ

れるなど、必ずしも病院の紹介及び逆紹介を適切に評価できるものではないため、紹

介率、逆紹介率について、それぞれ算定式を設ける。 

○その際、特定機能病院においては、一定数の救急搬送患者の受入れが行われている現

状に鑑み、従来どおり、紹介率の算定式の分子に救急搬送患者の受入数を加える。 

○なお、紹介患者及び逆紹介患者への対応を適切に評価するために、初診患者数から休

日又は夜間に受診した患者数を除くこととする。 
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○また、特定機能病院の位置づけを踏まえると、紹介外来制の導入を進めていくことが

必要であり、現状を踏まえ、紹介率の基準値を高めることとする。 

○以上のことから、紹介率及び逆紹介率の基準値については、実態調査の結果も踏まえ

て、以下のとおり、紹介率：50％以上かつ、逆紹介率：40％以上とする。 

 

 【旧基準】 

紹 介 率 ＝ （紹介患者数＋逆紹介患者数＋救急搬送患者数）／（逆紹介患者数＋

初診患者数） ≧ 30％ 

 

 【新基準】 

   紹 介 率 ＝ （紹介患者数＋救急搬送患者数）／初診患者数 ≧ 50％ 

   逆紹介率 ＝ 逆紹介患者数／初診患者数 ≧ 40％ 

 

      注）救急搬送患者：地方公共団体又は医療機関に所属する救急自動車により

搬送された初診患者（搬送された時間は問わない）。 

 

＜参考：休日・夜間の定義＞ 

休日：日曜日及び国民の祝日に関する法律第３条に規定する休日 

１月２日及び３日並びに 12 月 29 日、30 日及び 31 日 

      夜間：午後６時から翌日の午前８時（土曜日の場合は、正午以降） 

 

（４）医療技術の開発及び評価 

 ○現在、「高度の医療技術の開発及び評価」について、当該医療機関に所属する医師等

が発表した論文の数が、使用言語を問わず年間 100 件以上であることを承認要件とし

て設定しているが、今後は、その質のより一層の向上を図るため、英語論文の数が年

間 100 件以上であることを要件とする。 

 ○なお、医療技術の開発及び評価において、臨床医学、基礎医学のいずれも重要である

が、特定機能病院としての評価を行う際の運用面を考慮し、審査の対象とする論文は、

筆頭著者の所属先が当該医療機関であり、査読のある学術雑誌に掲載されたものに限

る（ただし、大学病院において、実体上、大学の講座と病院の診療科が同一の組織と

して活動を行っている場合、それらの診療科については、筆頭著者の所属先が大学で

あっても対象に含める）。 

 ○また、医療技術の開発及び評価にあたっては、取組の結果としての論文数の評価に加

え、そもそも臨床研究等が適切に実施されていることを評価する必要があり、以下の

事項についても新たに要件化する。 

  ・臨床研究の実施又は継続の適否その他臨床研究に関し必要な事項について、被験者

の立場、倫理的観点及び科学的観点から調査審議するための倫理審査委員会が設置

されていること 
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・利益相反（Conflict of Interest：COI）の管理に関する規定の策定、COI委員会の 

設置など、COIの管理について適切な措置を講じていること 

・院内の医療従事者に対して臨床研究の倫理に関する講習やその他必要な教育を受け 

ることを確保するために必要な措置を講じていること 

  ・当該医療機関が主導的に計画・実施した臨床研究注）又は医師主導治験の数の過去

３年間の合計が 10 件以上であること（ただし、患者数が原則として５名以上登録

されたものに限る） 

 

注）臨床研究のうち、介入研究であって侵襲性を有するもの（臨床研究に関する

倫理指針の規定に基づき臨床研究計画の内容が公表されているデータベース

に登録されているもの）に限る。 

 

（５）研修統括者の配置 

 ○現行の承認要件では、研修を受ける医師及び歯科医師の数（初期臨床研修を除く）が、

年間平均 30 人以上であることを要件としているが、今後は、それに加え、研修の実

施体制についても評価するため、標榜を必須とされた診療科ごとに、研修プログラム

を管理し、研修を統括する者（研修統括者）を配置することを要件とする。 

 ○なお、研修統括者については、各領域における経験を 10 年以上有していることとす

る。 

 

（６）その他特定機能病院に求められる取組み 

 ○以上のほか、特定機能病院については、以下のような取組みが求められることから、

その実施を促進する。 

  ・住民・患者が医療機関を適切に選択できるよう、特定機能病院は、その果たしてい

る役割を地域住民に対して、他の医療機関よりも適切に情報発信すること 

  ・複数の診療科が連携して対応に当たる体制を有すること 

  ・患者の個人情報をより適切に管理するため、専任の診療録の管理責任者の配置、診

療録を持出しする際の指針の策定などの診療録の管理体制を整備すること 

  ・医師以外の医療職種についても、研修プログラム等を作成して、高度な医療等を提

供するための研修を行うこと 

 

２－２ 特定領域の特定機能病院の承認要件 

○現在、承認されている病院としては、幅広い領域について対応することが可能な病院

と、がん等の特定の領域に特化した病院が存在する。我が国において、特に重要な健

康課題である「がん」、「脳卒中」、「心臓病」等に特化した特定機能病院については、

地域における医療提供体制を確保する上での役割というよりも、特定領域に特化し、

日本全体を対象として「高度の医療の提供」、「高度の医療技術の開発及び評価」及び

「高度の医療に関する研修」の３つの観点から、特に専門的な役割を担う医療機関を

特定機能病院として承認することとし、それにふさわしい承認要件を設定する。 
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○具体的には、標榜科については、特定領域に特化したとしても、当該領域に関しては

多分野にわたる総合的な対応が求められることから、16 診療科のうち、10 以上の診

療科を標榜していることを要件とし、特定領域について対応可能な診療科を標榜して

いるかどうかについては、社会保障審議会において個別に評価する。 

 ○また、特定の領域に特化するため、当該領域に関しては、特に高度な専門性が求めら

れることから、承認要件の一部について、以下のとおり、より高い水準とする。 

  ①紹介率：80％以上かつ、逆紹介率：60％以上 

  ②極めて先駆的な診療（総合型の特定機能病院においても、通常提供することが難し

い診療）を行っていること 

③日本全体の医療関係職種を対象とした専門的な人材育成（他の医療機関に所属す 

る医療関係職種に対する研修）を行っていること 

④主導的に計画した臨床研究又は医師主導治験の過去３年間の合計が10件以上で        

あり、そのうち、３件は多施設共同研究であること（患者数が原則として５名以上

登録されたものに限る） 

  なお、②、③及び④については、その時々の医療水準に踏まえて評価することが必要

であるため、具体的な取組状況の提出を求め、社会保障審議会において総合的に評価

する。 

 

２－３ その他 

（１）経過措置 

 ○新たな承認要件の施行が平成 26 年４月の場合、既に特定機能病院に承認されている

病院の更新の時期は、承認申請・審査に必要な期間を考慮し、平成 26 年度末までに

承認申請を受付け、平成 27 年度及び平成 28 年度において審査が終了したものから随

時認定する。 

 ○また、既に特定機能病院に承認されているが、新たな承認基準を満たさなくなる医療

機関については、直ちに更新を認めないとするのではなく、次回の更新の承認申請の

期限までの間の改善計画を提出させ、当該承認申請に際しても承認要件を満たさない

場合には、社会保障審議会の意見を聞いた上で、原則として、更新を認めないことと

することが適当である。 

 

（２）承認審査の際の手続き 

 ○申請書類や業務報告のみでは評価が困難である承認要件も存在するため、承認に際し

ては、現地視察など実態を把握するための対応を必要に応じて行う。 

 

（３）更新期間 

 ○高度の医療の提供等を担う特定機能病院としての質を継続的に担保するための更新制

を導入については、医療機関の負担等も考慮し、更新期間は５年とすることが適当で

ある。 

 



6 
 

３．地域医療支援病院について 

３－１ 地域医療支援病院の承認要件 

（１）紹介率及び逆紹介率 

○現行の承認要件では、以下のとおり、紹介率の算定式において緊急に入院し治療を必

要とした救急患者数を分子に追加することにより、救急医療への対応を評価している。 

○救急医療への対応については、地域医療支援病院に求められる重要な要件の一つであ

ることから、紹介率とは別に独立した要件とし、紹介率においては、以下のとおり、

紹介患者への対応のみを評価することとする。 

○なお、紹介患者及び逆紹介患者への対応を適切に評価するために、従来どおり、初診

患者数から休日又は夜間に受診した患者数を除くこととする。 

○地域医療支援病院については、紹介患者に適切に対応する観点を踏まえつつ、地域性

等に配慮し、３つの紹介率及び逆紹介率の基準値に基づき評価を行っており、救急患

者の受け入れを別途評価することとしつつ、現行の３つの基準値とすることにより、

紹介患者への対応を促進する。 

 

 【旧基準】 

   紹介率：80％以上、又は 

   紹介率：60％以上かつ逆紹介率：30％以上、又は 

   紹介率：40％以上かつ逆紹介率：60％以上 

 

    紹 介 率 ＝ （紹介患者数＋救急患者数） ／初診患者数 

    逆紹介率 ＝ 逆紹介患者数／初診患者数 

 

 【新基準】 

   紹介率：80％以上、又は 

   紹介率：60％以上かつ逆紹介率：30％以上、又は 

   紹介率：40％以上かつ逆紹介率：60％以上 

 

紹 介 率 ＝  紹介患者数 ／初診患者数 

    逆紹介率 ＝ 逆紹介患者数／初診患者数 

 

＜参考：休日・夜間の定義＞ 

休日：日曜日及び国民の祝日に関する法律第３条に規定する休日 

１月２日及び３日並びに 12 月 29 日、30 日及び 31 日 

      夜間：午後６時から翌日の午前８時（土曜日の場合は、正午以降） 
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（２）共同利用 

 ○診療所の医師が、他の医療機関において手術を行うといった診療形態は、我が国の医

療提供体制にはなじまない面があり、また、高額診断機器の共同利用の実態も様々で

あるといった実情を踏まえ、引き続き、現行の承認要件（当該地域医療支援病院の開

設者と直接関係のない医療機関が現に共同利用を行っている医療機関の５割以上であ

ること）とする。 

 

（３）救急搬送患者の受入れ 

○現行の承認要件では、前述のとおり、紹介率の算定式において救急患者数を分子に追

加することにより、救急医療への対応を評価しているが、救急患者への対応について

は、地域医療支援病院に求められる重要な要件の一つであることから、今後は、救急

搬送患者の受入数を個別に評価する。 

 ○具体的には、二次医療圏の人口は大きく異なることを考慮し、以下のとおり、地域の

救急搬送件数の５％以上を担うことを要件とする。（各二次医療圏には、全国平均で

25 病院が存在しており、１病院は、所在する二次医療圏の約４％をカバーしている

ことを踏まえ設定）。 

 ○都道府県によっては、救急医療体制を構築する上で、二次医療圏とは別に救急医療圏

を構築している場合があり、そうした地域については、二次医療圏ではなく救急医療

圏で評価する（その場合、各救急医療圏では、全国平均で 23 病院が存在しており、

１病院は、所在する救急医療圏の約 4.4％をカバーしていることから、二次医療圏単

位と同様な考え方を用いることが可能）。 

○また、救急医療圏の人口が一定以上の地域においては、相当数の救急搬送患者を受け

入れる必要が生じるため、上記の承認要件に加えて、年間 1,000 件以上（二次救急医

療機関の平均受入数）の救急搬送患者の受入を行っていることについても承認要件と

する。 

 

  【新基準】 

   原則として以下のいずれかの要件を満たすこととする。 

   ＜要件１＞ 

    救急搬送患者数／救急医療圏人口×1,000 ≧ ２ 

 

注）救急搬送患者：地方公共団体又は医療機関に所属する救急自動車により

搬送された初診患者（搬送された時間は問わない）。 

 

＜要件２＞ 

    当該医療機関における年間の救急搬送患者の受入数 ≧ 1,000 
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＜参考：算定式の設定方法＞ 

 

１．人口１人あたりの１年間の救急搬送件数 

  全国の搬送件数      全国の人口 

    525 万人   ÷  1 億 2 千 8 百万人 ＝ 0.041 

 

２．救急医療圏の救急搬送件数 

  救急医療圏の搬送件数 ＝ 救急医療圏の人口 × 0.041 

 

３．救急医療圏内の救急搬送件数 

  医療機関が受け入れた救急搬送患者数 ≧ 救急医療圏の人口 × 0.041 × 0.05 

 

 

    救急搬送患者数／救急医療圏人口×1,000 ≧ ２ 

 

       

 ○なお、24 時間体制で救急医療の体制は整えており、受入要請に積極的に対応してい

るものの、近隣に救急医療を担う医療機関が他にも存在する場合や、小児のみに対応

する医療機関である場合など、救急搬送患者の受入数の基準値を満たすことが困難な

場合も想定されるため、都道府県知事が、救急搬送患者の受入数と基準値の乖離がや

むを得ない範囲にあると認めたときには、地域医療支援病院の承認を行うことができ

るものとする。 

 

（４）地域の医療従事者に対する研修 

 ○地域の医療従事者に対する研修（院内の医療関係者に対する研修を目的としたものを

除く）を年 12 回以上主催することを要件とする。 

 ○また、当該研修については、医師を対象としたもののみではなく、他の職種を対象と

した研修が含まれていることとする。 

 

（５）その他地域医療支援病院に求められる取組み 

 ○以上のほか、地域医療支援病院については、以下のような取組みが求められることか

ら、その実施を促進する。 

・逆紹介を円滑に行うため、退院調整部門を設置すること 

・地域連携を促進するため、地域連携クリティカルパスを策定するとともに、地域の

医療機関に普及させること 

・住民・患者が医療機関を適切に選択できるよう、地域医療支援病院は、その果たし

ている役割を地域住民に対して、他の医療機関よりも適切に情報発信すること 
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３－２ その他 

 ○都道府県における地域医療支援病院承認後のフォローアップを強化するため、都道府

県に対して、地域医療支援病院の年次報告書の確認等を行い、基準を満たしていない

場合には、２年程度の期間の改善計画の策定を求めるとともに、それによっても、な

お改善が図られない場合には、必要に応じて、地域医療支援病院の承認取消を含めて

取扱いを検討するよう要請する必要がある。 

 ○その際、業務報告のみで評価するのではなく、必要に応じて、ヒアリングや現地調査

を行うことも求める必要がある。 

 

４．終わりに 

 ○本検討会では、現行の医療法に位置づけられている特定機能病院及び地域医療支援病

院について、その制度の趣旨に沿って、よりふさわしい承認要件等を見直すための検

討を行ったところであるが、検討の過程で、特定機能病院及び地域医療支援病院に関

する制度の基本に関わる以下の意見があった。 

  ①特定機能病院 

   ・３機能を一体的に有する必要はないのではないか 

   ・特に研修機能を重視すべきであり、その際、医学教育に関する視点を十分に考慮

すべきではないか 

②地域医療支援病院 

   ・４機能を一体的に有する必要はないのではないか 

   ・医療提供体制全体の中での位置づけの必要性から再検討すべきではないか 

 ○今後、厚生労働省においては、速やかに承認要件の改正に向けた手続きを進めるとと

もに、新たな承認要件の下での制度の実施状況を踏まえ、承認要件の定期的な見直し

に加え、制度の基本的なあり方についても検討を行う必要がある。 


